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論文の内容の要旨
本論文は、 Rotberg(2003、2004)の失敗国家に関する定性的研究を基に、「国の安定性Jを国内社会、対
外社会、国内経済、対外社会の4局面に分け、社会経済状態の望ましさとして整理するとともに、各局面に
対応する社会経済指標を評価指標に選定して iDataEnvelopment Analysis (DEA) Jを適用して総合評価を行っ
ている。これにより、「国の安定性jの定量的な評価、推移及びその特徴を明らかにしようとしている。本
論文には大きく分けて三つの研究が含まれているが、それぞれの分析の必要性に応じて、 DEAモデルの適
用法及び分析手法の具体的な提案を行っている。
研究の結果、まず、各国が経験した事件のインパクトをDEA測度が適切に表現しうるという事が示され、
これにより、安定国家と平均国家との間の安定性の格差が冷戦終結を境に広がったということが実証されて
いる。次に、合併分裂国及びその後継問の安定性の推移を同時にグラフ上で表現する手法を開発し、これに
より、民家の分裂には大きな負のインパクトを伴うこと、そして、国家の安定性が(一般的な傾向として)
分裂年に向かつて約 50%低下するという結果を示している。最後に、 DEAフロンテイア階層分析法を適用
して階層的格付けを行い、安定性の明確な格付け評価及び、類型化を行った。これにより、評価指標の一つで
ある「政権安定度jの持続的な安定が不安定な国家が安定度を高めるに不可欠であることを、既存研究との
対比により実証的に示している。
論文の構成は以下の通りである。まず、第 1章では、研究の背景、問題意識、本研究で取り扱う国の安定
性の概念について整理・定義している。第2章では、 1981年から 2004年までの分析期間で、全97ヵ国を
評価対象に国の安定性の定量的な評価を行っている。毘の安定性の4評価局面に対応する評価指標を選定し、
DEA手法を国の安定性の評価に適用している。第3章では、 1990年に統合した東西ドイツ、 1991-1993年
の間に連邦崩壊に至ったソ達、ユーゴスラピア、チェコスロバキアの合併分裂国を対象とした安定性の評価
を行っている。合併分裂国の安定性の推移を評価するためのDEAI拍手法の提案を行っている。第4章では、
ソ達、ユーゴスラピア、チェコスロパキアとその分裂後継諸国に焦点を当て、安定性の地位とタイプに関す
る分析を行っている。国家を格付け評価して類型化する 2手法を提案し、特に、分裂諸国の安定性のタイプ
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の変化に着目することで、安定震を高めるためのメカニズムを明示化しようとしている。第5章では、研究
全体を総括し、国の安定性の分析意義を政策的な観点で議論するとともに、これらを踏まえて今後の展望及
び課題を示している。
審査の結果の要旨
グローバル化が進む今日では、各国の政策策定者をはじめとする国際的な活動を行う主体にとって、「閣
の安定性jはさまざまな意思、決定を行う上で重要となる。しかし経済、政治、開発、箪事、治安、人道的
側面など、閣の状態を測る偲別の指標は存在したが、国の安定性の総括的かつ定量的な評価はなされていな
かった。本論文は、 Rotberg(2003、2004)の失敗国家に関する定性的研究を基に国の安定性に関わる指標
を整理し、 DataEnvelopment Analysis (DEA)を適用することで、国の安定性の総括的かつ定量的な評価に
成功している。国の安定性の「総括的なJ指標を作ることの意義に関する説得的な議論の不足など、今後の
課題も若干残るものの、国の安定性に関する DEAベースの総合指標を初めて提示し、多くのデータから丁
寧に実証を行っており、また、 DEAモデルの適用法及び分析手法自体を新たに提案するなど、理論・実証
とも十分な貢献を行っている。
平成24年2月3呂、システム情報工学研究科において、学位論文審査委員の全員出席のもと、著者に論
文について説明を求め、関連事項につき質疑応答を行った。その結果、学位論文審査委員全員によって、合
格と判定された。
上記の学位論文審査ならびに最終試験の結果に基づき、著者は博士(社会工学)の学位を受けるに十分な
資格を有するものと認める。
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